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 佐賀県規則第５号 

   佐賀県医師修学資金等貸与条例施行規則の一部を改正する規則 

 佐賀県医師修学資金等貸与条例施行規則（平成17年佐賀県規則第12号）の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

（大学院生修学資金の対象者等） （知事が定める専門研修、修学資金の対象者等） 

第６条  第６条 条例第２条第６号の規則で定めるものは、一般社団法人日

本専門医機構（以下「機構」という。）が承認した専門研修プログ

ラム整備基準に基づき県内の基幹施設が作成し機構の認定を受け

た専門研修プログラム（次項において単に「専門研修プログラム」

という。）により行われる研修であって、医師法施行規則（昭和23

年厚生省令第47号）第19条の２第２号、第３号、第６号、第８号、

第12号、第14号及び第17号に掲げる団体が実施するものとする。 

 ２ 条例第２条第７号の規則で定めるものは、専門研修プログラム

により行われる研修であって、医師法施行規則第19条の２第３号、

第８号及び第14号に掲げる団体が実施するものとする。 

 条例第４条第２号の規則で定めるものは、総合診療学、内科学、

小児科学、外科学、産科学、脳神経外科学、麻酔科学又は救急医学

に関する領域を主として研究する者とする。 

３ 条例第４条第３号の規則で定めるものは、総合診療学、内科学、

小児科学、外科学、産科婦人科学、脳神経外科学、麻酔科学又は救

急医学に関する領域を主として研究する者とする。 

２ 条例第４条第３号の規則で定めるものは、一般社団法人日本専

門医機構が承認した専門研修プログラム整備基準に基づく研修で

あって、医師法施行規則（昭和23年厚生省令第47号）第19条の２第

１号から第３号まで、第６号、第８号、第12号、第14号及び第17号

に掲げる団体が実施するものとする。 

 

（借用証書） （借用証書） 

第７条 略 第７条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 貸与決定者は、第４条第２項の規定による貸与の決定を受けた ３ 貸与決定者は、第４条第２項の規定による貸与の決定を受けた
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改正前 改正後 

年度の翌年度から条例第５条第３項に定める貸与期間が終了する

年度までの間、毎年度、知事の定める日までに、大学生及び大学院

生にあっては所属する学年を記載した在学証明書を、臨床研修医

及び専門研修医にあっては臨床研修又は専門研修を受けているこ

とを証する書面を知事に提出しなければならない。 

年度の翌年度から条例別表第１に定める貸与期間が終了する年度

までの間、毎年度、知事の定める日までに、大学生及び大学院生に

あっては所属する学年を記載した在学証明書を、臨床研修医及び

専門研修医にあっては臨床研修又は専門研修を受けていることを

証する書面を、留学をしている者にあっては留学をしていること

を証する書面を知事に提出しなければならない。ただし、知事が、

その必要がないと認めるときは、この限りではない。 

（返還猶予の対象となる医療機関等における業務） （返還猶予の対象となる医療機関等における業務） 

第９条 条例第９条第２項第１号及び第２号の規則で定める医療機

関等における業務は、医療法（昭和23年法律第205号）第30条の25

第１項第５号の規定により県が策定するキャリア形成プログラム

（以下この条、第10条の２及び第10条の３において「キャリア形成

プログラム」という。）の適用に同意した者（第10条の２において

「キャリア形成プログラム同意医師」という。）が従事する当該キ

ャリア形成プログラムに定められた医療機関等における業務とす

る。 

第９条 条例第９条第２項第１号及び第３号の規則で定める医療機

関等における業務は、医療法（昭和23年法律第205号）第30条の25

第１項第５号の規定により県が策定するキャリア形成プログラム

（以下この条、第10条の２及び第10条の３において「キャリア形成

プログラム」という。）の適用に同意した者（第10条の２において

「キャリア形成プログラム同意医師」という。）が従事する当該キ

ャリア形成プログラムに定められた医療機関等における業務とす

る。 

（返還免除の対象となる医療機関等における業務） （返還免除の対象となる医療機関等における業務） 

第10条の２ 条例第10条第１項各号の規則で定める医療機関等にお

ける業務は、キャリア形成プログラム同意医師が従事する当該キ

ャリア形成プログラムに定められた医療機関等における業務とす

る。 

第10条の２ 条例第10条第１項第１号及び第３号の規則で定める医

療機関等における業務は、キャリア形成プログラム同意医師が従

事する当該キャリア形成プログラムに定められた医療機関等にお

ける業務とする。 

第10条の３ 条例第10条第２項の規則で定める医療機関等における

業務は、国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人が

開設する県内の病院の総合診療科、内科、小児科、外科、産科、脳

神経外科、麻酔科若しくは救急科又は県内の病院若しくは診療所

（キャリア形成プログラムに定められた医療機関等を除く｡）の産

科における業務とする。 

第10条の３ 条例第10条第２項の規則で定める医療機関等における

業務は、国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条第１項に

規定する国立大学法人が開設する県内の病院の総合診療科、内科、

小児科、外科、産科婦人科、脳神経外科、麻酔科若しくは救急科又

は県内の病院若しくは診療所（キャリア形成プログラムに定めら

れた医療機関等を除く｡）の産科における業務とする。 
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改正前 改正後 

（研修実施病院等）  

第11条 条例第９条第３項の規則で定める病院又は診療所は、第６

条第２項に規定する団体が実施する専門研修プログラムに定めら

れた病院又は診療所（キャリア形成プログラムに定められた医療

機関等を除く。）とする。 

 

（届出） （届出） 

第12条 修学資金等の貸与を受けている者又は修学資金等の貸与を

受けていた者で修学資金等の返還が完了していないもの若しくは

返還免除を受けていないもの（以下「借受者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、直ちに、それぞれ当該各号に定め

る届書により届け出なければならない。 

第11条 修学資金等の貸与を受けている者又は修学資金等の貸与を

受けていた者で修学資金等の返還が完了していないもの若しくは

返還免除を受けていないもの（以下「借受者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、直ちに、それぞれ当該各号に定め

る届書により届け出なければならない。 

 (1) 略  (1) 略 

 (2) 次に掲げる事情が生じたとき 状況変更届（様式第６号）  (2) 次に掲げる事情が生じたとき 状況変更届（様式第６号） 

  ア～ウ 略   ア～ウ 略 

  エ 大学若しくは大学院における修学又は臨床研修若しくは専

門研修に堪えない程度の心身の故障を生じたとき。 

  エ 大学若しくは大学院における修学又は臨床研修、専門研修

若しくは留学に堪えない程度の心身の故障を生じたとき。 

  オ 略   オ 略 

 (3) 臨床研修又は専門研修を中止し、休止し、再開し、又は変更

したとき 研修中止等届（様式第７号） 

 (3) 臨床研修、専門研修又は留学を中止し、休止し、再開し、又

は変更したとき 研修・留学中止等届（様式第７号） 

 (4) 略  (4) 略 

２ 略 ２ 略 

（業務従事期間の計算等） （業務従事期間の計算等） 

第13条 条例第２条第５号に規定する修学資金等の貸与を受けた期

間を計算する場合において、１年に満たない期間があるときは、そ

の期間を１年として算定するものとする。 

第12条 条例別表第２に規定する修学資金等の貸与を受けた期間を

計算する場合において、１年に満たない期間があるときは、その期

間を１年として算定するものとする。 

２ 条例第９条第２項第１号若しくは第２号又は条例第10条第１項 ２ 条例第９条第２項第１号から第４号まで又は条例第10条第１項
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改正前 改正後 

各号若しくは第２項に規定する業務（以下単に「業務」という｡）

に従事した期間を計算する場合においては、月数によるものとし、

業務に従事した日の属する月から業務に従事しなくなった日の属

する月までを算入するものとする。ただし、業務に従事しなくなっ

た月において、再び業務に従事したときは、その月を１月として算

入するものとする。 

各号、第２項に規定する業務（以下単に「業務」という｡）に従事

した期間を計算する場合においては、月数によるものとし、業務に

従事した日の属する月から業務に従事しなくなった日の属する月

までを算入するものとする。ただし、業務に従事しなくなった月に

おいて、再び業務に従事したときは、その月を１月として算入する

ものとする。 

３ 前項の規定は、条例第10条第２項の専門研修等を受けた期間を

計算する場合について準用する。 

３ 前項の規定は、条例第９条第３項又は第10条第２項の臨床研修、

専門研修等を受けた期間を計算する場合について準用する。 

４ 第２項の規定により業務に従事した期間を計算する場合におい

て、出産、育児又は家族の介護その他これに準ずると知事が認める

理由により短時間勤務等の勤務形態により勤務（以下この項にお

いて「短時間勤務等」という。）をした期間があるときは、当該期

間の初めの日の属する月から当該期間の終了の日の属する月まで

の月数に、当該短時間勤務等をした者に係る当該期間における１

週間当たりの所定労働時間をその者に係る短時間勤務等をしなか

った場合における１週間当たりの所定労働時間で除して得た数を

乗じて得た月数（当該月数に１月未満の端数があるときは、これを

切り上げた月数）により計算するものとする。 

４ 第２項（前項の規定において準用する場合を含む。）の規定によ

り業務に従事した期間を計算する場合において、出産、育児又は家

族の介護その他これに準ずると知事が認める理由により短時間勤

務等の勤務形態により勤務（以下この項において「短時間勤務等」

という。）をした期間があるときは、当該期間の初めの日の属する

月から当該期間の終了の日の属する月までの月数に、当該短時間

勤務等をした者に係る当該期間における１週間当たりの所定労働

時間をその者に係る短時間勤務等をしなかった場合における１週

間当たりの所定労働時間で除して得た数を乗じて得た月数（当該

月数に１月未満の端数があるときは、これを切り上げた月数）によ

り計算するものとする。 

５ 略 ５ 略 

６ 条例第10条第３項に規定する業務に従事できなかった期間を計

算する場合において、当該期間中に休職又は停職の期間があると

きは、休職又は停職の期間の初めの日の属する月から停職又は休

職の期間の終了の日の属する月までを計算するものとする。ただ

し、休職又は停職の期間の終了の日の属する月において、再び休職

し、又は停職の処分を受けたときは、その月を１月として計算する

ものとする。 

６ 条例第10条第６項に規定する業務に従事できなかった期間を計

算する場合において、当該期間中に休職又は停職の期間があると

きは、休職又は停職の期間の初めの日の属する月から停職又は休

職の期間の終了の日の属する月までを計算するものとする。ただ

し、休職又は停職の期間の終了の日の属する月において、再び休職

し、又は停職の処分を受けたときは、その月を１月として計算する

ものとする。 
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改正前 改正後 

（補則） （補則） 

第14条 略 第13条 略 

 様式第１号その３を様式第１号その４とし、様式第１号その２を様式第１号その３とし、様式第１号その１の次に次の１様式を加える。 
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様式第１号その２（第２条関係） 

 

大学生生活資金貸与申請書 

 

年  月  日  

 

 佐賀県知事       様 

 

申請者（本人）氏名                  

 

 大学生生活資金の貸与を受けたいので、佐賀県医師修学資金等貸与条例施行規則第２条の規定

により、関係書類を添えて申請します。 

 なお、貸与を受けることとなったときは、佐賀県医師修学資金等貸与条例及び佐賀県医師修学

資金等貸与条例施行規則の規定を遵守し、同条例に規定する必要勤務期間、知事が指定する医療

機関等における業務に従事することを誓います。 

本 

人 

ふ り が な  
大 学 名 等 

大学  学部  学科 

氏  名  所属する学年 

生 年 月 日 

及 び 年 齢 

 年   月   日 

（満   歳）

貸 与 期 間 

※ 

年  月  日から 

年  月  日まで 

現 住 所 及 び 
電 話 番 号 

〒  － 

 

電話番号   （  ） 

帰 省 先 住 所 
及 び 電 話 番 号 

〒  － 

 

電話番号   （  ） 

連
帯
保
証
人 

ふ り が な  
生年月日 年  月  日 職業  

氏  名  

現 住 所 及 び 
電 話 番 号 

〒  － 

 

電話番号   （  ） 

続柄  

ふ り が な  
生年月日 年  月  日 職業  

氏  名  

現 住 所 及 び 
電 話 番 号 

〒  － 

 

電話番号   （  ） 

続柄  

注 ※印欄は、記入しないこと。 
 
添付書類 

１ 申請者及び各連帯保証人の身分証明書（学生証、運転免許証、健康保険証等）の写しその
他本人確認を行うことのできる書面。ただし、他の方法により本人確認を行うことができる
場合は、この限りでない。 

２ 大学の在学証明書 
３ 在学する大学の学長又は学部長の推薦調書（佐賀県医師修学資金等貸与条例施行規則第２

条の知事が定める申請者を除く｡） 
４ その他知事が必要と認めるもの 
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 様式第１号その４の次に次の２様式を加える。 
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様式第１号その５(第２条関係) 

 

特 定 診 療 科 専 門 研 修 資 金 貸 与 申 請 書 

 

     年  月  日  

 

佐賀県知事    様 

 

申請者（本人）氏名                  

 

 特定診療科専門研修資金の貸与を受けたいので、佐賀県医師修学資金等貸与条例施行規則第２条の規定により、

関係書類を添えて申請します。 

 なお、貸与を受けることとなったときは、佐賀県医師修学資金等貸与条例及び佐賀県医師修学資金等貸与条例

施行規則の規定を遵守し、同条例に規定する必要勤務期間、知事が指定する医療機関等における業務に従事する

ことを誓います。 

本

人 

ふ り が な  

主たる研修先の

医療機関等の名

称及び所在地 

 

氏 名  
研修を受ける診

療科 
 

生 年 月 日 

及 び 年 齢 

 年  月  日 

(満  歳) 

貸与期間 

※ 

年  月 日から 

年  月 日まで 

現 住 所 及 び 

電 話 番 号 

〒   ― 

 

電話番号  (    ) 

医 籍 登 録 番 号及び

登 録 年 月 日 

(     号) 

年  月  日登録 

専門研修

期間 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 

連
帯
保
証
人 

ふ り が な  
生年月日 年  月  日 職業  

氏  名  

現 住 所 及 び 

電 話 番 号 

〒  － 

 

電話番号   （  ） 

続柄  

ふ り が な  
生年月日 年  月  日 職業  

氏  名  

現 住 所 及 び 

電 話 番 号 

〒  － 

 

電話番号   （  ） 

続柄  

注 ※印欄は、記入しないこと。 

 

添付書類 

 １ 申請者及び各連帯保証人の身分証明書（学生証、運転免許証、健康保険証等）の写しその他本人確認を行

うことのできる書面。ただし、他の方法により本人確認を行うことができる場合は、この限りでない。 

 ２ 研修実施計画書 

 ３ 医師免許証の写し 

 ４ その他知事が必要と認めるもの  
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様式第１号その６(第２条関係) 

 

医 師 留 学 資 金 貸 与 申 請 書 

 

      年  月  日  

 

 佐賀県知事    様 

 

申請者（本人）氏名                  

 

 医師留学資金の貸与を受けたいので、佐賀県医師修学資金等貸与条例施行規則第２条の規定に

より、関係書類を添えて申請します。 

 なお、貸与を受けることとなったときは、佐賀県医師修学資金等貸与条例及び佐賀県医師修学

資金等貸与条例施行規則の規定を遵守し、同条例に規定する必要勤務期間、知事が指定する医療

機関等における業務に従事することを誓います。 

本

人 

ふ り が な  
留学受入機関の

名称及び所在地 
 

氏 名  

生 年 月 日 

及 び 年 齢 

  年  月  日 

(満  歳) 

貸与期間 

※ 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 

現 住 所 及 び 

電 話 番 号 

〒   ― 

 

電話番号  (    ) 

医 籍 登 録 番

号及び登録年

月日 

(     号) 

 年  月  日登録 
留 学 期 間 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 

連
帯
保
証
人 

ふ り が な  
生年月日 年  月  日 職業  

氏  名  

現 住 所 及 び 

電 話 番 号 

〒  － 

 

電話番号   （  ） 

続柄  

ふ り が な  
生年月日 年  月  日 職業  

氏  名  

現 住 所 及 び 

電 話 番 号 

〒  － 

 

電話番号   （  ） 

続柄  

注 ※印欄は、記入しないこと。 

 

添付書類 

 １ 申請者及び各連帯保証人の身分証明書（学生証、運転免許証、健康保険証等）の写しその

他本人確認を行うことのできる書面。ただし、他の方法により本人確認を行うことができる

場合は、この限りでない。 

 ２ 留学受入機関の入学許可証等 

 ３ 医師免許証の写し 

 ４ その他知事が必要と認めるもの  
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 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第２号（第７条関係） 様式第２号（第７条関係） 

  略   略 

 略 
 

 略 
 

  略   略 

 添付書類  添付書類 

 １・２ 略  １・２ 略 

  ３ 留学をしている者にあっては、留学をしていることを証する

書面等（当該事項を証する電磁的記録を提供する場合は、これを

もって代えることができる。） 

（裏面） （裏面） 

  略   略 

様式第３号（第８条関係） 様式第３号（第８条関係） 

  略  略 

 略 

猶予を受けようとする理由 

※ 該当する□にチェックを入れてく

ださい。 

 略 

□ キャリア形成プログラム

に定められた医療機関等に

おいて業務に従事するため

（条例第９条第２項第１号

又は第２号） 

 

 

 

 

 

 略 

猶予を受けようとする理由 

※ 該当する□にチェックを入れてく

ださい。 

 略 

□ キャリア形成プログラム

に定められた医療機関等に

おいて業務に従事するため

（条例第９条第２項第１号

又は第３号） 

□ 県内の医療機関等におい

て業務に従事するため（条

例第９条第２項第２号又は

第４号） 

□ 貸与を廃止された後も引
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改正前 改正後 

 

 

 

□ 災害又は疾病のため（条例

第９条第２項第３号） 

□ その他やむを得ない理由

のため（条例第９条第２項第

３号） 

（詳細：          

            ） 

□ 専門研修プログラムを受

けるため（条例第９条第３

項） 

 略 
 

き続き留学をしているため

（条例第９条第２項第５

号） 

□ 災害又は疾病のため（条

例第９条第２項第６号） 

□ その他やむを得ない理由

のため（条例第９条第２項

第６号） 

（詳細：         

           ） 

□ 専門研修等を受けるため

（条例第９条第３項） 

 

 略 
 

  略   略 

様式第４号（第10条関係） 様式第４号（第10条関係） 

  略   略 

 略 

業務に従事した医療機関等又は

専門研修等を受けた県内の公的

医療機関等の名称及びその期間 

（休職の有無及びその期間を含

む｡） 

 略 

 略 
 

 略 

業務に従事した医療機関等、臨

床研修又は専門研修等を受けた

県内の医療機関等の名称及びそ

の期間（休職の有無及びその期

間を含む｡） 

 略 

 略 
 

 注 略  注 略 

 添付書類  添付書類 

 １ 業務に従事した医療機関等又は専門研修等を受けた県内の公  １ 業務に従事した医療機関等、臨床研修又は専門研修等を受け
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改正前 改正後 

的医療機関等の名称及びその期間を証明する書面 た県内の医療機関等の名称及びその期間を証明する書面 

 ２・３ 略  ２・３ 略 

様式第５号（第12条関係） 様式第５号（第11条関係） 

  略   略 

様式第６号（第12条関係） 様式第６号（第11条関係） 

  略   略 

 様式第７号を次のように改める。
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様式第７号（第11条関係） 

 

 

研 修 ・ 留 学 中 止 等 届 

 

 

  年  月  日  

 

 

佐賀県知事    様 

 

  

  〒    (電話番号         ) 

住 所              

 

 

        氏 名              

 

   年  月  日付けで次のとおり 
研修 

留学 を 

中止 

休止 

再開 

変更 

しました。 

 

研 修 先 

又 は 留 学 先 

受 入 機 関 

所 在 地 
 

名 称 
 

変 更 前 の 

研修先又は留

学 受 入 機 関 

所 在 地 
 

名 称 
 

 

変更後の研修又は

留学期間 
    年  月  日から    年  月  日まで 

当初計画の研修又

は留学期間 
    年  月  日から    年  月  日まで 

 

添付書類 研修先又は留学先の医療機関等の名称及びその期間を証明する書類（再開又は

変更の場合に限る｡） 
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 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第８号（第12条関係） 様式第８号（第11条関係） 

  略   略 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 


